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当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／内外／株式
信託期間 2014年10月31日から2024年10月31日までです。

運用方針 国内外の株式に投資することにより、投資信託財産の成
長を目指して運用を行います。

主要投資対象 国内外の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みま
す。）を主要投資対象とします。

運用方法

国内外の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みま
す。）のうち、日常生活の基盤・しくみに関連する事業
を営む企業の株式に投資を行います。銘柄選定にあたっ
ては、企業収益の安定性や成長性、財務基盤、経営力、
流動性などを勘案して、投資魅力度が高いと判断される
銘柄でポートフォリオを構築します。ただし、外国株式
については、時価総額などを参考に銘柄を選定します。

組入制限 株式への投資割合には制限を設けません。

分配方針

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利
子・配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全
額とします。
分配金額は、基準価額水準や市況動向等を勘案して委託
者が決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に
は、分配を行わないことがあります。
留保益の運用については、特に制限を設けず、運用の基
本方針に基づいた運用を行います。

 <運用報告書に関するお問い合わせ先>
コールセンター：0120-104-694
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで
お客さまのお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。

愛称：ゆうゆう街道

受益者の皆さまへ

　毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。

　さて、「生活基盤関連株式ファンド」
は、2023年10月31日に第９期の決算
を行いました。ここに、運用経過等をご
報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう
お願い申し上げます。

生活基盤関連株式ファンド

運 用 報 告 書（全体版）
第９期<決算日2023年10月31日>
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1－　　－

■最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 東 証 株 価 指 数

（Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ）
Ｍ Ｓ Ｃ Ｉ コ ク サ イ ・
インデックス（円ベース） 株式組入

比 率
株式先物
比 率

純資産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率 (参考指数) 期 中

騰 落 率 (参考指数) 期 中
騰 落 率

円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ ％ 百万円
５期(2019年10月31日) 13,823 80 3.2 1,667.01 1.3 805,459.12 10.7 96.3 － 1,928
６期(2020年11月２日) 17,432 80 26.7 1,607.95 △3.5 807,885.52 0.3 95.6 － 2,009
７期(2021年11月１日) 21,801 80 25.5 2,044.72 27.2 1,252,562.41 55.0 96.7 － 2,157
８期(2022年10月31日) 18,073 80 △16.7 1,929.43 △5.6 1,335,786.49 6.6 96.5 － 1,741
９期(2023年10月31日) 18,929 80 5.2 2,253.72 16.8 1,469,496.38 10.0 93.5 － 1,725
（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
（注３）ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（円ベース）はMSCI Kokusai indexをアセットマネジメントOneが円換算したものです（以下同じ）。
（注４）東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社

（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指
数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延また
は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促
進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。

（注５）ＭＳＣＩコクサイ・インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩ Ｉｎｃ．に帰属します。また、ＭＳＣＩ Ｉｎ
ｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています（以下同じ）。

（注６）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

■当期中の基準価額と市況の推移

年 月 日 基 準 価 額 東 証 株 価 指 数
（Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ）

Ｍ Ｓ Ｃ Ｉ コ ク サ イ ・
インデックス（円ベース） 株式組入

比 率
株式先物
比 率騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率

（期　首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％ ％
2022年10月31日 18,073 － 1,929.43 － 1,335,786.49 － 96.5 －

11月末 18,479 2.2 1,985.57 2.9 1,298,429.36 △2.8 96.8 －
12月末 17,147 △5.1 1,891.71 △2.0 1,227,711.50 △8.1 97.3 －

2023年１月末 17,695 △2.1 1,975.27 2.4 1,268,474.96 △5.0 98.1 －
２月末 17,675 △2.2 1,993.28 3.3 1,310,685.88 △1.9 95.7 －
３月末 17,948 △0.7 2,003.50 3.8 1,298,214.65 △2.8 96.5 －
４月末 18,448 2.1 2,057.48 6.6 1,340,792.98 0.4 94.9 －
５月末 18,952 4.9 2,130.63 10.4 1,404,148.60 5.1 97.3 －
６月末 20,222 11.9 2,288.60 18.6 1,510,829.82 13.1 97.3 －
７月末 20,153 11.5 2,322.56 20.4 1,530,395.86 14.6 98.5 －
８月末 20,065 11.0 2,332.00 20.9 1,559,900.25 16.8 98.5 －
９月末 19,868 9.9 2,323.39 20.4 1,523,657.47 14.1 93.2 －

（期　末）
2023年10月31日 19,009 5.2 2,253.72 16.8 1,469,496.38 10.0 93.5 －

（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
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■当期の運用経過（2022年11月１日から2023年10月31日まで）

基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　米欧のインフレ懸念が緩やかに後退し金融引き締めペース鈍化の見方が広がったこと、日銀の緩和的
な金融政策の継続や円安進行などを受けて、国内株式市場が上昇したことから、当期の基準価額は上昇
しました。基準価額の変動要因として、酉島製作所、味の素、日立製作所などの株価上昇がプラスに寄
与した一方、BuySell Technologies、Ｓａｎｓａｎ、ビジョナルなどの株価下落がマイナスに影響し
ました。
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第 ９ 期 首 ： 18,073円
第 ９ 期 末 ： 18,929円
（既払分配金80円）
騰 落 率 ： 5.2％
（分配金再投資ベース）
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投資環境
　国内株式市場は、作成期初から2023年３月まで、米欧の金融引き締め政策の進展とそれに伴う先行
きの景気減速懸念や米欧の金融システム不安などがあった一方、コロナ禍からの経済活動の正常化期待
などから、ボックス圏での推移となりました。４月から作成期末にかけては、米欧のインフレ懸念が緩
やかに後退し金融引き締めペース鈍化の見方が広がったこと、日銀の緩和的な金融政策の継続や円安進
行などを受けて、上昇基調となりました。
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ポートフォリオについて
　国内外の上場株式のうち、日常生活の基盤・しくみに関連する事業を営む企業の株式に投資を行い、
外国株式への投資比率は投資信託財産の純資産総額に対して上限30％までの範囲で機動的に調整するこ
とを基本としました。国内外合わせた株式の組入比率は原則高位を保ちました。売買については、三井
住友フィナンシャルグループ、本田技研工業などを買い付ける一方、グローバルセキュリティエキス
パート、トヨタ自動車などを売却しました。

ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
　グラフは基準価額と参考指数の騰落率の対比です。

（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。
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【基準価額と参考指数の対比】
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分配金
　収益分配金につきましては基準価額水準・分配原資等を勘案し、以下の表の通りとさせていただきま
した。なお、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用い
たします。

今後の運用方針
　今後の国内株式市場は、インフレ沈静化を目的とした世界的な金融引き締め政策の継続、それに伴う
先行きの景気・企業業績の減速が懸念される一方、バリュエーション上の割安感などから、国内株式市
場は底堅い展開を想定します。ポートフォリオに関しては、ファンドの特色に沿った生活基盤関連企業
の株式に投資を行い運用する方針です。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2022年11月１日
～2023年10月31日

当期分配金（税引前） 80円
対基準価額比率 0.42％
当期の収益 80円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 11,161円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。
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6－　　－

■１万口当たりの費用明細

項目

第９期

項目の概要（2022年11月１日
～2023年10月31日）

金額 比率
(ａ) 信託報酬 248円 1.320％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は18,765円です。
（投信会社） ( 93) (0.495) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価

額の算出等の対価
（販売会社） (144) (0.770) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価
（受託会社） ( 10) (0.055) 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行

等の対価
(ｂ) 売買委託手数料 11 0.057 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料
（株式） ( 11) (0.057)

(ｃ) その他費用 1 0.005 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） (  0) (0.001) 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用
（監査費用） (  1) (0.004) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用
（その他） (  0) (0.000) その他は、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 259 1.381
（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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（参考情報）
◆総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.33％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

総経費率
1.33％

運用管理費用
（投信会社）
0.50％

運用管理費用
（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（受託会社）
0.06％

その他費用
0.01％
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■売買及び取引の状況（2022年11月１日から2023年10月31日まで）
　株　式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

国
内

千株 千円 千株 千円
上 場 319.8 972,359 426.1 1,128,700（416.1） （－）

（注１）金額は受渡代金です。
（注２）（　）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

(ａ) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 2,101,060千円
(ｂ) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 1,714,215千円
(ｃ) 売 買 高 比 率　(ａ)／(ｂ) 1.22

（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。

■利害関係人との取引状況等（2022年11月１日から2023年10月31日まで）
(1) 期中の利害関係人との取引状況

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ Ｂ／Ａ うち利害関係人
との取引状況Ｄ Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 972 50 5.1 1,128 82 7.3

(2) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額　(Ａ) 1,005千円
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額　(Ｂ) 72千円

(Ｂ)／(Ａ) 7.3％

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。
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9－　　－

■組入資産の明細
(1) 国内株式

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
鉱業（－％）

ＩＮＰＥＸ 17 － －
建設業（－％）

ウエストホールディングス 5 － －
日揮ホールディングス 18.9 － －
食料品（4.2％）

味の素 8 6 32,880
東洋水産 3 － －
日清食品ホールディングス 2 2 26,300
化学（5.4％）

クレハ 1.7 1.7 15,147
信越化学工業 － 6 26,808
Ｉ－ｎｅ 3 5 14,065
ＯＡＴアグリオ 8 － －
ユニ・チャーム 4 4 20,484
医薬品（3.1％）

塩野義製薬 3 － －
ロート製薬 5 5 17,460
そーせいグループ 10 － －
第一三共 7 7 27,006
セルソース 6 － －
坪田ラボ 9 － －
機械（12.6％）

小松製作所 7 12 41,556
荏原製作所 3.5 4.2 27,720
酉島製作所 12 17 32,164
ダイキン工業 1.9 1.9 41,097
ダイフク － 8.4 20,718
三菱重工業 － 2 15,384
ＩＨＩ 4.5 － －
電気機器（9.7％）

日立製作所 5 5 47,385
富士電機 5.5 － －
オキサイド 2 － －
ソニーグループ 3 4 49,700
横河電機 10 7 18,987
シスメックス 2.5 － －
村田製作所 － 9 22,297
輸送用機器（8.4％）

デンソー 5.5 16 35,192
いすゞ自動車 － 3.9 6,475
トヨタ自動車 20 － －

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
本田技研工業 － 30 45,195
スズキ 5.5 5.5 31,812
精密機器（2.5％）

島津製作所 3.8 3.8 13,471
トプコン 10 － －
オリンパス 11 － －
ＨＯＹＡ 1.5 1.5 21,502
メニコン 4 － －
その他製品（1.7％）

バンダイナムコホールディングス 3 8 24,824
任天堂 5 － －
電気・ガス業（－％）

イーレックス 9 － －
大阪瓦斯 7 － －
陸運業（2.4％）

東海旅客鉄道 － 10 33,960
空運業（2.1％）

ＡＮＡホールディングス 10 10 29,520
情報・通信業（10.7％）

ＴＩＳ 6 － －
インターネットイニシアティブ 10 7 16,971
ビジョナル 3 － －
サスメド － 15 21,000
グローバルセキュリティエキスパート 9.4 － －
ＪＭＤＣ 4 － －
電通国際情報サービス 6 4 20,360
ビジョン 23 10 13,320
日本電信電話 9 325 57,460
ＫＡＤＯＫＡＷＡ － 8 23,076
東宝 4 － －
コナミグループ 2 － －
卸売業（5.5％）

双日 － 7 21,742
ＢＵＹＳＥＬＬ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＩＥＳ 3 － －
伊藤忠商事 － 4 21,492
三菱商事 － 5 34,775
小売業（10.7％）

マツキヨココカラ＆カンパニー － 9 23,742
トレジャー・ファクトリー 7 12 14,208
パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 10 10 29,065
ロイヤルホールディングス － 6 15,402
ニトリホールディングス 1 2 32,820
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10－　　－

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ファーストリテイリング 0.7 1.1 36,322
銀行業（8.1％）

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ － 45 56,565
三井住友フィナンシャルグループ － 8 57,760
保険業（2.8％）

東京海上ホールディングス 12 12 40,116
その他金融業（2.5％）

オリックス 11 13 35,295
不動産業（2.6％）

ティーケーピー － 4 8,160
三井不動産 9 9 29,223
サービス業（5.1％）

エムスリー 5 － －
エスプール 15 － －
オリエンタルランド － 6.5 31,570
アドベンチャー 1.8 － －
サンウェルズ 3.5 4.5 11,601
共立メンテナンス － 5 28,770

千株 千株 千円

合 計 株 数 ・ 金 額 418.2 728 1,419,928
銘 柄 数 < 比 率 > 62銘柄 51銘柄 <82.3％>

（注１）銘柄欄の（　）内は、期末の国内株式評価額に対する各業種
の比率です。

（注２）合計欄の<　>内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。
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11－　　－

■投資信託財産の構成� 2023年10月31日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 1,612,440 92.4
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 132,470 7.6
投 資 信 託 財 産 総 額 1,744,911 100.0

（注１）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。
（注２）期末の外貨建資産の投資信託財産総額に対する比率は、201,095千円、11.5％です。
（注３）外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2023年10月31日における邦貨換算

レートは、１アメリカ・ドル＝149.51円です。

(2) 外国株式

銘 柄
期 首(前期末) 当 期 末

業 種 等株 数 株 数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

（アメリカ） 百株 百株 千アメリカ・ドル 千円
JPMORGAN CHASE & CO 11 11 151 22,600 銀行
NEXTERA ENERGY INC 20 20 114 17,103 電力
UNITED PARCEL SERVICE-CL B 10 10 138 20,748 航空貨物・物流サービス
SOUTHERN CO 10 10 66 9,985 電力
UNITEDHEALTH GROUP INC 3 3 158 23,771 ヘルスケア・プロバイダー／ヘルスケア・サービス
MASTERCARD INC 5 5 186 27,840 金融サービス
VISA INC 7 7 163 24,393 金融サービス
TESLA INC 3 3 59 8,852 自動車
ALPHABET INC-CL A 20 20 248 37,216 インタラクティブ・メディアおよびサービス

合 計 株 数 ・ 金 額 89 89 1,287 192,512
銘 柄 数<比 率> 9銘柄 9銘柄 － <11.2％>

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注２）<　>内は、期末の純資産総額に対する各通貨別株式評価額の比率です。
（注３）金額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。なお、合計は、四捨五入の関係で合わない場合がありま

す。
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12－　　－

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2023年10月31日)現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資 産 1,744,911,012円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 119,729,522

株 式(評価額) 1,612,440,565

未 収 配 当 金 12,740,925

(Ｂ) 負 債 19,611,698

未 払 収 益 分 配 金 7,291,674

未 払 解 約 金 115,754

未 払 信 託 報 酬 12,171,904

そ の 他 未 払 費 用 32,366

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,725,299,314

元 本 911,459,289

次 期 繰 越 損 益 金 813,840,025

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 911,459,289口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 18,929円
（注）期首における元本額は963,656,016円、当期中における追加設

定元本額は62,472,312円、同解約元本額は114,669,039円で
す。

■損益の状況
当期　自2022年11月１日　至2023年10月31日

項 目 当 期
(Ａ) 配 当 等 収 益 30,744,850円

受 取 配 当 金 30,710,872
受 取 利 息 561
そ の 他 収 益 金 60,048
支 払 利 息 △26,631

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 74,856,746
売 買 益 238,122,328
売 買 損 △163,265,582

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △23,500,123
(Ｄ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 82,101,473
(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 465,739,548
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 273,290,678

(配 当 等 相 当 額) (247,251,769)
(売 買 損 益 相 当 額) (26,038,909)

(Ｇ) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 821,131,699
(Ｈ) 収 益 分 配 金 △7,291,674

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ＋Ｈ) 813,840,025
追 加 信 託 差 損 益 金 273,290,678
(配 当 等 相 当 額) (247,251,769)
(売 買 損 益 相 当 額) (26,038,909)
分 配 準 備 積 立 金 770,109,221
繰 越 損 益 金 △229,559,874

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。
（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注４）分配金の計算過程

項 目 当 期
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 23,903,964円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(ｃ) 収 益 調 整 金 247,251,769
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 753,496,931
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,024,652,664
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 11,241.89
(ｇ) 分 配 金 7,291,674
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 80

CC_23043108_04_ostOne_生活基盤関連株式F_1万口.indd   12 2023/12/28   14:57:02



13－　　－

■分配金のお知らせ

１万口当たり分配金　　　80円
※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。

分配金の課税上の取扱いについて
・追加型株式投資信託の分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱

いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分

配金の全額が普通分配金となります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払

戻金（特別分配金）、分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普
通分配金となります。

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における受益者毎の
個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者毎
の個別元本となります。
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